
2.2 沖縄振興一括交付金
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全国 沖縄

平成２３年度

平成２４年度

平成２５年度
以降

地域自主戦略交付金創設 （沖縄分は沖縄振興自主戦略交付金）

対象事業の拡大・増額

沖縄振興交付金（一括交付金）創設

○ 沖縄の実情に即してより的確かつ効果的に施策を展開するため、沖縄

振興に資する事業を県が自主的な選択に基づいて実施できる一括交付金

を創設。

○ 新たな沖縄振興法制に明記。

○ 全国制度の一括交付金にはない「経常的経費」「市町村事業」も対象。

○ 補助金等適正化法を適用。交付要綱に基づき、沖縄振興に資する事業

の中から、沖縄県が作成する「沖縄振興交付金事業計画」に基づく事業

に要する費用に充てるための交付金を創設。

○ 経常的経費である「沖縄振興特別推進交付金（ソフト）」と投資的経

費である「沖縄振興公共投資交付金（ハード）」に区分。

廃止

（各省庁の交付金等へ移行）

沖縄振興交付金創設の経緯
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沖縄振興自主戦略交付金

沖縄振興公共投資交付金　７７１億円
（ハード）

＜非公共＞　　　　　　　　　　　４４１億円
　沖縄振興自主戦略交付金　　　　３６５億円
　公立文教施設費　　　　　　　　　６４億円
　病院改築　　　　　　　　　　　　　４億円
　信号機等（全国見合い新規）　　　　７億円

＜公　共＞　　　　　　　　　　　３３０億円
　社会資本整備総合　　　　　　　３００億円
　農産漁村地域整備　　　　　　　　３０億円

投資的経費

非公共事業（学校耐震　等）

沖縄振興特別推進交付金　８０３億円
（ソフト）

経常補助金

１５３億円
産業振興、農業振興　　等

沖縄総合事務局経費 　　　　　　沖縄総合事務局経費　   ５２億円

その他 　　　　　　その他　　　　　　　   ２０億円

公共事業関係費（補助事業）

投資的経費　　　　１，１１０億円

非公共事業　　　　　　　　　　５１億円

公共事業関係費（補助事業）　４００億円
（北部公共２５億円含む）

公共事業関係費（直轄事業）
　　　　　　公共事業関係費（直轄事業）　６６１億円

大学院大学 　　　　　　大学院大学　　　　　 １０４億円

　　　　　　　　　経常補助金　　　　　７６億円

（北部振興２５億円、戦後処理（不発弾等）２４億円　　等）

沖縄振興交付金創設時の沖縄振興予算

２４年度当初予算 ２，９３７億円
（対前年度＋６３６億円、＋２７．６％）

２３年度当初予算 ２，３０１億円

＋６３６億円

過去最大の増
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沖縄振興特別推進交付金（ソフト）内訳

県 市町村

沖縄の発展を担う人材の育成

沖縄の発展を担う人材の育成

沖縄らしい優しい社会の構築

離島振興

子育て・福祉・医療

自然環境・風景

文化・交流・平和

強くしなやかな自立型経済の構築

観光産業の振興

農林水産業の振興

製造・地場産業の活性化

競争力のある社会基盤の整備

情報通信関連産業の振興

新リーディング産業の振興

沖縄らしい優しい社会の構築

離島振興

子育て・福祉・医療

環境保全・防災

文化振興・国際交流

その他

観光産業の振興

農林水産業の振興

地場産業の活性化、企業立地の
促進、その他

強くしなやかな自立型経済の構築

（単位：億円）

沖縄の発展を担う人材の育成

教育分野等

32 (6.6%)

17 (3.6%)

114 (23.3%)

35 (7.2%)

76 (15.6%)

45 (9.2%)

34 (7.0%)

7 (1.5%)
22 (4.4%)

31 (6.3%)

75 (15.3%)

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成27年度

（488億円）

31 (9.7%)

26 (8.2%)

20 (6.3%)

116 (36.5%)

49 (15.4%)

17 (5.3%)

26 (8.2%)

12 (3.8%)

21 (6.6%)

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成27年度

（318億円）
488億円 318億円

※平成27年度交付決定額
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道路事業

34,489百万円

（42.76％）

うちモノレール

延長整備事業

12,253百万円

（15.19%）

港湾事業

3,404百万円

（4.22%）

治水・海岸

・都市公園事業

3,903百万円

（4.84%）

下水道事業

4,136百万円

（5.13%）
住宅事業

3,302百万円

（4.09%）

農業農村等

10,919百万円

（13.54%）

森林事業

195百万円

（0.24%）

漁港等事業

1,379百万円

（1.71%）

水道施設整備

10,201百万円

（12.65%）

社会福祉施設等施設整備

16百万円

（0.02%）

医療施設等整備

2,693百万円

（3.34%）

学校施設整備

5,937百万円

（7.36%）

交通安全施設整備

40百万円

（0.05%）

工業用水道施設

34百万円

（0.04%） 自然環境整備

9百万円

（0.01%）

平成28年度

予算額
80,655
百万円

沖縄振興公共投資交付金（ハード）内訳
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（１）評価時期

① 中間評価：交付期間の中間年度（中間評価については努力義務規定）

② 事後評価：成果目標の達成予定年度以降すみやかに実施（８月中旬に内閣府へ提出）

（２）評価単位：成果目標ごと（平成27年度事業は、6分野27成果目標）

（３）事業評価の手法

⇒ 成果目標ごとに沖縄県が設定した定量的な目標値に対する実績値を達成率に換算して評価

（国の公共事業（国交省及び農水省）の直轄及び補助事業と同様の評価）

（１）評価時期：予算要望（要求）の前年度（事前評価）

（２）評価単位：国交省事業は事業ごと、農水省事業は地区ごと

（３）事業評価の手法

⇒ 費用対効果（B/C）などを用いて評価

１．「沖縄振興公共投資交付金制度要綱」（内閣府制定）に基づく評価

２．「公共事業評価実施要領」（沖縄県制定）に基づく評価
※ 内閣府から通知した「制度要綱」

では求められていない。

沖縄振興公共投資交付金（ハード事業）の評価（概要）
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事業評価結果

中間評価（長期にわたる事業では概ね3年ごとに評価を行うこととしており、成果目標の中間評価

年度を平成27年度と設定したものに関する評価）

中間評価の達成状況としては、評価対象目標数5件（事業数としては91事業）のうち、「達成」が

5件（100％）。

（１）中間評価

達成、概ね達成 一部達成 未達成 繰越

0（0%） 0（0%）

Ｈ27年度

（参考）
　　Ｈ25年度

（参考）
　　Ｈ24年度

0（0%）

0（0%）

0（0%）

5（91事業）（100%)
（達成5（91事業））

3（31事業）（100%)
（達成2（10事業）、概ね達成1（21事業））

12（118事業）（100%)
（達成7（108事業）、概ね達成5（10事業））

（参考）
　　Ｈ26年度

11（130事業）（79%)
（達成10（116事業）、概ね達成1（14事業））

0（0%）

0（0%） 5
（事業数としては91事業）

3
（事業数としては31事業）

12
（事業数としては118事業）

評価対象目標数
評価（中間評価）

0（0%） 0（0%）

0（0%）

3（35事業）（21%） 0（0%） 14
（事業数としては165事業）

平成27年度沖縄振興公共投資交付金事後評価について
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○ 沖縄県としては、本評価の結果を踏まえ、事業の見直しや改善などを行う。
○ 内閣府としては、沖縄県の評価結果を確認し、今後必要な場合においては改善を図る。

最終評価（成果目標の達成予定年度を平成27年度と設定したものに関する評価）

最終評価の達成状況としては、評価対象目標数27件（事業数としては131事業）のうち、「達成」

及び「概ね達成」が2４件（8８.９％）、 「未達成」が2件（7.４％）、「繰越」が1件（3.７％）。

（２）最終評価

県立学校の屋外教育環境の整備に関する事業において、久米島高校を含む３校の運動場の整備を進めたが、久米島高校においては学校関係者等の要望や関係者間の

調整に不測の日数を要したため、未着手となり、３校中１校が成果目標を達成できず、未達成となった。

また、産業教育施設の整備に関する事業において、久米島高校及び南部農林高校の実習室等の整備に関して、文部科学省からの助言を踏まえ補助による事業実施が

適切かどうか不明であったことから、事業を中止し、成果指標が達成できず、未達成となった。

※１

※2 特別支援学校の新増築に関する事業において、名護特別支援学校の校舎等の整備を行うこととしていたが、土質調査の追加を行う必要があり、その調査に不測の日

数を要したため、未着手となり、成果目標を達成できず、繰越となった。

達成、概ね達成 一部達成 未達成 繰越

36（410事業）（90%)
（達成30（102事業）、概ね達成6（308事業））

0（0%） 1（1事業）（2.5%）

0（0%）

評価（最終評価）
評価対象目標数

（参考）
　　Ｈ24年度

Ｈ27年度
24（125事業）（88.9%)

（達成21（80事業）、概ね達成3（45事業））
0（0%）

2（5事業）

（7.4%）※1

（参考）
　　Ｈ26年度

41（347事業）（87.2%)
（達成34（304事業）、概ね達成7（43事業））

2（4事業）（4.3%) 2（6事業）（4.3%）

23（117事業）（95.8%)
（達成23（117事業）、概ね達成0）

0（0%）

（参考）
　　Ｈ25年度

1（1事業）（4.2%） 24
（事業数としては118事業）

47
（事業数としては359事業）

40
（事業数としては418事業）

1（1事業）

（3.7%）※2
27

（事業数としては131事業）

2（2事業）（4.3%）

3（7事業）（7.5%）
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道路改築事業
ぐすくべしもじ

（城辺下地線（宮古島市））

＜事業概要＞

１．事業期間：H27年度～H36年度

２．総事業費：18.5億円（うち国費:16.7億円）

３．道路改良：延長 7.1㎞

総便益(B)：走行時間短縮便益、走行経費減少便益、

交通事故減少便益
総費用(C)：総事業費、維持管理費 Ｂ／Ｃ：1.68

② 走行経費減少便益

☞ 道路の整備・改良が行われ、走行条件が改善されることによって削減される走行経費（燃料費、オイル、車両整備費

等）を車種ごとに定める走行経費原単位を基に算定したもの。

① 走行時間短縮便益

☞ 道路の整備・改良が行われることによって削減される総走行時間費用を車種ごとに定める時間価値原単位を基に算定

したもの。

● 便益項目（道路整備に伴う効果）

③ 交通事故減少便益

☞ 道路の整備・改良が行われことによって減少する交通事故による社会的損失（人的被害額、物的損害額、渋滞による

損失額）を道路沿道区分ごとに定める交通事故損失算定式を基に算定したもの。

沖縄振興公共投資交付金事業の沖縄県による事前評価（Ｂ／Ｃを用いた評価例）
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